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大和証券投資信託委託株式会社

2010年8月17日

最近のインドネシア株式市場について

【まとめ】

インドネシア株式市場は、①自動車販売などの好調な内需、②好決算に対する期待、③インドネシア国債の

格上げ期待などにより、6月から7月にかけて上昇基調が続いていました。しかし8月に入ってからは、消費者物

価指数が市場予想を上回り、政策金利引き上げに対する懸念が高まる中、上値の重い展開となっています。

しかし、インドネシア経済の中長期的な高成長見通しに変更はなく、今後も個人所得の増加に伴う、内需主

導の経済成長が続くと考えています。

【経済動向】

好調な自動車販売台数など消費の拡大が続いていたほか、貸出増加から銀行の業績見通しの上方修正が

続くなど、歴史的に低水準にある金利が株価の上昇要因となっていました。そうした中、政策金利の引き上げ

に対する懸念の高まりに反応しやすい状況でした。

消費者物価指数上昇率は、2009年6月以降、低水準で推移していましたが、2010年7月の上昇率は前年同

月比6.2％と市場予想の5.7％を上回り、2010年のインフレターゲットである4～6％の上限を超えました。天候要

因による食料品価格などの上昇が背景となっています。

8月4日のインドネシア中央銀行の理事会において、政策金利は6.5％に据え置かれました。しかし、インフレ

動向や増加する銀行融資への警戒感は強まっており、今後のインフレ動向次第では年内に政策金利の引き上

げが行われる可能性があると考えられます。

【株式市場】

景気および企業業績の回復動向、ユドヨノ政権による政策運営、海外投資家の売買動向、格付会社による格

付け引き上げの有無などが焦点となる見通しです。現在のジャカルタ総合指数の予想PER（株価収益率）は約

15.0倍となっており、インドネシア企業の高いROE（自己資本利益率）と利益成長を勘案すると、投資魅力度は

高いと考えています。短期的には、インフレ圧力に伴う金融政策の変更に対する懸念などが上値を抑える要因

となりますが、引き続き好調な経済指標や企業業績見通しの上方修正などが出てくるに連れて、再び上値を追

う展開になると考えています。

以上
（出所）ブルームバーグより大和投資信託作成

（2008年初～2010年8月16日）

（年/月）

【 ジャカルタ総合指数の推移 】



 
 
 
 

お取引にあたっての手数料等およびリスクについて 

手数料等およびリスクについて 

 株式等の売買等にあたっては、「ダイワ・コンサルティング」コースの店舗（支

店担当者）経由で国内委託取引を行う場合、約定代金に対して最大 1.20750％

（但し、最低 2,625 円）の委託手数料（税込）が必要となります。また、外国

株式等の外国取引にあたっては、現地諸費用等を別途いただくことがあります。 

 株式等の売買等にあたっては、価格等の変動による損失が生じるおそれがあり

ます。また、外国株式等の売買等にあたっては価格変動のほかに為替相場の変

動等による損失が生じるおそれがあります。 

 信用取引を行うにあたっては、売買代金の 30％以上で、かつ 30 万円以上の委

託保証金が事前に必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行

うことができることから、損失の額が差し入れた委託保証金の額を上回るおそ

れがあります。 

 非上場債券（国債、地方債、政府保証債、社債）を当社が相手方となりお買付

けいただく場合は、購入対価のみお支払いただきます。債券は、金利水準の変

動等により価格が上下し、損失を生じるおそれがあります。外国債券は、金利

水準の変動に加え、為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。 

 投資信託をお取引していただく際に、銘柄ごとに設定された販売手数料および

信託報酬等の諸経費、等をご負担いただきます。また、各商品等には価格の変

動等による損失を生じるおそれがあります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引コースや商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、上場有価証券

等書面、契約締結前交付書面、目論見書、等をよくお読みください。 

 外国株式の銘柄には、我が国の金融商品取引法に基づく企業内容の開示が行わ

れていないものもあります。 
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